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研究要旨 
背景：令和 5年度においては、本研究の実施基軸 3点のうち、①データ分析において「COVID-

19 パンデミック前後の在宅死の割合の変化を検討し、関連する因子を明らかにすることを

目的とした」研究を行った（研究 1）。また本研究課題の研究期間最終年度にあたり、本研

究課題に対する総括的示唆を得ることを目的に、在宅医療の現状の実態把握と今後の在宅

医療における必要な施策を検討する視点等から、在宅医療や高齢者医療に関する深い知見

を有する有識者で、多角的な議論を行った（研究 2）。 

方法：（研究 1）オープンデータを用いて、2015年から 2021年までの全死亡に占める在宅死

の割合を記述した。また、市町村レベルのデータを用いて、2019年から 2021年までの在宅

死の割合の増加に関連する要因を検討した。従属変数は、2019年から 2021年までの在宅死

の割合の絶対変化とした。独立変数には、各自治体の 2019年の在宅死割合、高齢者人口あ

たりの医療資源および介護施設、人口密度、COVID-19 の累積症例数を用いた。各変数を標

準化し、多変量線形回帰分析を行った。（研究 2）2023年 10月 23日(月)15時～16時半に、

Zoom にて研究班会議を開催し、本研究班におけるこれまでの研究成果を元にディスカッシ

ョンを行った。研究成果の報告は、孫分担研究者よりデータ分析結果について、伊藤分担研

究者よりレビュー結果およびヒアリング調査結果について行われた。各報告の後、参加者よ

り成果に関する質問がなされた。また参加者より各自視点に基づいた見解が述べられた。 

結果：（研究 1）2015 年、2019 年、2021 年の在宅死亡の割合はそれぞれ 12.7％、13.6％、

17.2％であり、COVID-19パンデミック後に在宅死割合が増加したことが示された。1,696市

町村を対象とした多変量線形回帰分析では、従来型在宅療養支援診療所・病院（β係数［95％

信頼区間（CI）］、0.19［0.01–0.37］）、機能強化型在宅療養支援診療所・病院（0.53［0.34–

0.71］）、訪問看護師数（0.26［0.06–0.46］）、人口密度（0. 44［0.21–0.67］）、COVID-19の

累積症例数（0.49［0.27–0.70］）は在宅死の増加と正の関連を示したが、介護老人福祉施設

定員の病床数（-0.55［-0.74–-0.37］）、2019年の在宅死割合（-1.24［-1.44–-1.05］）は負

の関連を示した。（研究 2）在宅医療は、高齢化社会における持続可能な医療システムを構

築する上で極めて重要である。しかし、その普及と効果的な実施には多くの課題が残ってい



る。リスクスコアリングシステムの精度向上や地域間格差の是正、機能強化型在宅医療の拡

充が必要とされている。また、効率的な医療資源の活用と患者満足度の両立には、各職種の

役割の再定義と多職種連携が不可欠であり、家族の負担や経済的アクセスも考慮しながら

支援を強化すべきである。地域包括ケアシステムの進化を目指し、地域ごとの柔軟なアプロ

ーチと小規模プロジェクトを取り入れることで、実践的な医療介護連携のモデルを形成で

きると期待される。今後、在宅医療の持続可能な発展には、地域間連携の強化と各ステーク

ホルダーとの連携による具体的な行動計画の策定が必要である。医療サービスの経済的ア

クセス改善や情報共有システムの整備を進めることで、効率的かつ質の高い在宅医療の普

及が期待される。 

結論：在宅での看取りにおいては機能強化型在支診・在支病の格差ない配置が必要であるこ

とが示唆され、そのためには多くの医療機関が機能強化型在支診・在支病を採用できるよう

支援の強化が求められると考えられた。 

A． 研究目的 
我が国における在宅医療の需要の増加

および人口規模や高齢化率、医療資源や高

齢者入居施設数等における地域差などを

背景に、地域の特性に応じた在宅医療提供

体制を構築する必要がある。そのためには、

まず現実社会での在宅医療や介護サービ

ス状況の実態把握としての広範なデータ

収集分析が必要であり，データに基づく分

析と検討が不可欠である。さらに、在宅医

療を利用している患者を整理することで、

通院困難に関連する要因のスコア化、通院

困難度の分類や新たな指標作成により在

宅医療を必要とする対象者を明確化し、ニ

ーズに合った医療提供が可能になると考

える。 
そこで本研究全体では、我々のこれまで

の経験とリソースを十分に活用し、この 3
つを研究の軸とした。 
① データ分析：自治体あるいは全国の医

療・介護レセプト突合データの分析を

用いて、在宅医療の提供状況・受療者

特徴を記述する。また全国規模の公表

データを用いて在宅医療の提供実態

および家族介護者の状況を把握する。 
② 実態調査：医療介護多職種や患者家族

へのヒアリングや質問紙調査により、

在宅医療の実態を詳細に把握する。 
③ レビュー：在宅医療整備における先進

自治体や海外の事例について、事例・

情報収集し、参考となる仕組み・制度

等についてレビューを行う。 
令和 5 年度においては、2020 年 1 月か

ら発生した COVID-19 のパンデミックの

中における在宅医療での看取りの実態か

ら在宅医療の役割を考察し、また、研究期

間最終年度を受け、これまでの研究成果か

ら総括的示唆を得るべく、下記の 2 点を

研究目的とした 
（研究 1）全国データを用いて COVID-19

パンデミック中の在宅死割合の変化を記

述し、この増加に関連する地域要因を探索

する。 

（研究 2）本研究課題におけるこれまでの

研究成果の報告を行い、有識参加者から研

究成果や今後の在宅医療において必要な



 

視点を共有することによって、各研究参画

者より本研究課題に対する総括的示唆を

得る。 

 

B． 研究方法 

（研究 1） 

データセット 

厚生労働省が公開している、在宅医療に

かかる地域別データ集 7を用いて市町村別

のデータを入手した。このウェブサイトで

は、さまざまな調査データが市区町村ごと

に再集計されており、1,741の市町村レベ

ルでの高齢者人口、医療・介護施設資源、

在宅死の割合等のデータが含まれている。

我々はこのデータに加えて、医療施設調査

8 の元データを用いて、病床数の情報を入

手した。また、各自治体の人口密度は 2020

年の国勢調査 9 から、累積 COVID-19症例

数は厚生労働省が公開している COVID-19

感染症情報 2から入手した。 

 

従属変数および独立変数 

在宅死割合は、自宅での死亡を年間の死

亡総数で除した数を示した。2019 年から

2021 年までの自治体別の在宅死割合の絶

対変化を従属変数と定義した。独立変数に

は、各自治体の 2019 年の在宅死割合、医

療資源（病院病床数、一般診療所数、従来

型在宅療養支援診療所・病院数（在支診・

在死数）、機能強化型在支診・在支病数、

訪問看護師数）、介護施設（介護老人福祉

施設定員、介護老人保健施設定員、介護療

養型医療施設病床数）、人口密度、2021 年

12 月までの COVID-19 累積症例数を含め

た。COVID-19 の累積症例数に関しては市

町村レベルのデータが入手できなかった

ため、都道府県レベルのデータを用いた。

病院病床数は、病院の総病床数から精神科

病床数を差し引いた数を算出した。人口密

度のみ 2020 年のデータを用い、他の変数

に関しては 2019 年のデータを用いた。医

療資源、介護施設に関しては各自治体の

65 歳以上の高齢者数で除した変数を用い

た。(表中では「高齢者人口 1万人当たり」

として示されている）。65歳以上の人口で

除した理由は、(i)死亡の 90％以上が 65

歳以上で発生していること 10、(ii)訪問診

療の大部分（95％以上）がこの年齢層に対

して実施されていること 11 ためである。

COVID-19 の累積症例数は各都道府県の総

人口で除した。   

 

統計分析 

まず、全国の 2015年から 2021年までの

総死亡者数と在宅死の割合の推移を調べ、

パンデミック前後の在宅死割合の傾向を

明らかにした。次に、全国の自治体におけ

る 2019 年から 2021 年までの在宅死割合

の絶対値の変化を図示することで、パンデ

ミック後の在宅死割合の変化の地域差を

示した。その後、1,741自治体における各

変数の要約統計量を求めた。最後に 2019

年から 2021 年にかけての在宅死割合の増

加と関連する要因を多変量回帰分析によ

り明らかにした。この分析では、2019 年

または 2021 年に在宅死が発生しなかった

45の市町村を除外し、1,696の市町村を対

象とした。すべての変数について、標準化

（平均＝0、標準偏差＝1）した後に解析を

実施した。 

さらに感度解析として、在宅死割合の絶

対変化の中央値をカットオフ値として、自



 

治体を 2つのグループ（在宅死割合の増加

が多い群と小さい群）に分類し、ロジステ

ィック回帰分析を行った。  

事後解析として、スピアマンの相関係数

を用いて、人口密度と従来型在支診・在支

病数、および人口密度と機能強化型在支

診・在支病数との相関を評価した。  

すべての解析は STATA version 15

（Stata Corp.）を用いて行った。統計的

有意性は p<0.05とした。 

 

倫理的配慮 

本研究では公開されているデータのみ

を使用したため、倫理的承認は得ていない。 

 

（研究 2） 

2023 年 10 月 23 日(月)15 時～16 時半

に、Zoom にて研究班会議を開催し、本研

究班におけるこれまでの研究成果を元に

ディスカッションを行った。参加者は、以

下のとおりである。 

＜研究代表者＞ 

・田宮 菜奈子（筑波大学・医学医療系・

教授） 

＜研究分担者・協力者＞ 

・佐方 信夫（筑波大学・医学医療系・客

員准教授） 

・飯島 勝矢（東京大学・高齢社会総合研

究機構・教授） 

・川越 雅弘（埼玉県立大学・大学院保健

医療福祉学研究科・教授） 

・石崎 達郎（東京都健康長寿医療センタ

ー研究所・研究部長） 

・吉江 悟（筑波大学・医学医療系・研究

員、ビュートゾルフ柏・管理者、訪問看護

師） 

・孫 瑜（筑波大学・医学医療系・助教） 

・伊藤 智子（筑波大学・医学医療系・助

教） 

 

C． 研究結果 

（研究 1） 

在宅死割合の傾向 

図 1は、日本における 2015年から 2021

年までの総死亡数と在宅死亡数の割合の

推移を示したものである。2015 年から

2019年にかけて、毎年約 20万人ずつ死亡

者数が増加しており、2020 年に減少した

が、2021 年には再び増加した。2015年、

2019 年、2021年の在宅死の割合はそれぞ

れ 12.5%、13.6%、17.2%であり、2019年か

ら 2021 年にかけて増加したことが示され

た。  

 

在宅死割合増加に関する地域差 

2019年から 2021年にかけての在宅死割

合の変化を示した図 2では、東京や大阪な

どの大都市圏で在宅死の割合がより増加

していることが示されている。 

 

在宅死の増加に関連する要因 

表 1は、1,741自治体における各変数の

要約統計量を示している。2019 年または

2021 年に在宅死がなかった自治体を除い

た 1,696 の自治体における在宅死割合の

絶対値変化は正規分布を示し、在宅死割合

の絶対値変化の中央値と平均値はともに

2.9％であった。 

多変量線形回帰分析の結果を表 2 に示

す。従来型在支診・在支病数（β係数［95％

信頼区間（CI）］は 0.19［0.01–0.37］）、機

能強化型在支診・在支病数（0.53［0.34–



 

0.71］）、訪問看護師数（0.26［0.06–0.46］）、

人口密度（0.44［0.21–0.67]）、COVID-19

の累積症例数（0.49[0.27–-0.70]）は在宅

死割合の増加と正の相関を示したが、介護

老人福祉施設定員数（-0.55[-0.74–-0.37]）

と 2019 年の在宅死割合（-1.24[-1.44–-

1.05]）は負の関連を示した。  

カットオフ値を中央値の 2.9％として

ロジスティック回帰分析を行った結果は、

従来型在支診・在支病と訪問看護数は在宅

死割合の増加と関連を認めず、一般診療所

で正の関連を認めた以外は、主解析と同様

の結果が得られた（表 3）。  

 

人口密度と在支診・在支病の相関 

図 3 は、それぞれ人口密度と従来型在支

診・在支病および機能強化型在支診・在支

病との相関を示している。スピアマンの相

関係数はそれぞれ 0.32（p＜0.001）と 0.49

（p＜0.001）であり、人口密度と機能強化

型在支診・在支病の間に中程度の相関があ

ることが示された。 

 

（研究 2） 

研究班会議での発言を元に以下のとおり、

総括的示唆をまとめた。 

 

在宅医療の評価とスコアリングシステム 

在宅医療は高齢化社会における医療シ

ステムの持続可能性を支える重要な要素

である。研究では、在宅酸素療法、要介護

度、悪性腫瘍にポイントを割り当てるスコ

アリングシステムが用いられており、この

重み付けは分析結果に基づいているが、在

宅酸素療法や悪性腫瘍の評価における重

みが結果に与える影響に対するさらなる

検討が必要である。リスクスコアの精度を

高めるために、ポジティブプレディクティ

ブバリューやネガティブプレディクティ

ブバリューなどの統計指標を提供するこ

とが求められている。これによりスコアリ

ングシステムの精度と実用性が評価され

ると考えられた。 

 

地域間格差と在宅医療のリーチ 

過疎地域や一部の自治体では、医療資源

の不足が在宅医療の普及を阻む要因にな

っている。山武市では、75 歳以上で要介

護度 4～5の人々の訪問診療受診率が著し

く低いことが問題視されている。この問題

に対して、医療スタッフ不足や医療提供体

制の地域差が大きく影響している可能性

があると指摘された。特に山武市では在宅

医療が不十分であり、つくば市や柏市と比

べて訪問診療受診率が低い。医療資源の偏

在が主な要因であり、医療ニーズへのアク

セスが限定されている。つくば市や柏市で

は在宅医療が良好に機能し、地域戦略や資

源配分がサービス提供に反映されている

とみられた。こうした地域差を縮小し、質

の高い在宅医療 を提供するために、地域

間の連携強化ということで成功例の戦略

を共有し、地域全体の医療質 向上を図る

必要があると指摘された。 

 

機能強化型在宅医療の展開と課題 

機能強化型在宅支援診療所は診療所全

体の約 2割しか普及しておらず、高基準と

厳しい要件が原因とされるが、機能強化型

の届出をしている医療機関は 高い効果を

示している。しかし、広く展開するには多

くの障壁があると考えられており、機能強



 

化型在宅支援診療所の普及に向けては多

くの医療機関が機能強化型在宅支援診療

所・病院を採用できるよう支援の強化が必

要と考えられた。 

 

海外事例の取り込みと多職種連携 

フランスでは医師による訪問診療が減

少する 一方で、重篤な患者を自宅で治療

する「在宅入院」という仕組みが広がって

いる傾向がある（令和 3年度分担報告書参

照）。これは医療リソースの効率的な利用

と患者の QOL 向上の両方を目指すもので

あり、訪問診療の減少と在宅入院の隆盛に

相関関係があるとされている。また、アメ

リカでは医療費のカバレッジが課題であ

り、Medicare による給付・助成が限定的

で訪問診療が困難な実態がある。医師によ

る訪問診療といったサービスは限られが

ちだが、患者の満足度や生活の質の向上が

依然、課題であり、一概にこうした仕組み

の取り込みには検討を要する。 

 

在宅医療における家族の負担  

在宅医療では、患者や家族が負担するコ

ストも重要である。日本では在宅治療が病

院治療に比べ経済的な負担が低い場合が

多いが、家族の時間的・精神的負担が増大

するという問題がある。在宅医療の施策運

営側がこれらの負担をどのように評価し

支援するか が今後の課題であり、家族の

介護負担や経済的制約などの消極的な要

素を理解し、適したサポートを提供するこ

とが在宅医療普及の鍵となる。 

 

地域包括ケアの進化 

地域の実態に基づく取り組みを目指す

地域包括ケアシステムにおいては、地域ご

との実態に合わせた柔軟なアプローチが

求められるが、医療資源が限られた地域で

は多職種連携が不可欠である。また、エリ

アや関係者の限られた小規模プロジェク

ト や地域主導の取り組みは住民のニーズ

に密着し、参加しやすいという利点がある。

地域包括ケアシステムを構築する上で、小

規模で効率的なアプローチをどのように

取り入れるかは重要な議論の部分である。

市町村レベルでの先進事例を取り上げる

ことで、医師会主導の大型プロジェクトだ

けでなく、実際に地域のニーズに応じた取

り組みがどのように形成されているかの

理解を深め、地域における実践的な医療介

護連携のモデルを実現化していくことが

期待される。 

 

D．考察 

（研究 1） 

本研究は、日本における COVID-19 パン

デミック時の在宅死のトレンドを明らか

にし、在宅死の増加に関連する地域要因を

特定した初めての全国レベルの研究であ

る。本研究の結果から、在宅死の増加と従

来型在支診・在支病、機能強化型在支診・

在支病、訪問看護師数、人口密度、および

COVID-19 の累積症例数との間に正の関連

が認められた。逆に、介護老人福祉施設 

定員数と 2019年の在宅死の割合との間に

は負の関連が認められた。  

COVID-19 パンデミック時に在宅死割合

が増加したという本研究の結果は、在宅医

療を提供する医療機関を対象に実施され

たアンケート調査に基づく先行研究 5の結



 

果と一致している。今回のデータではこれ

らの死亡の原因を特定することはできな

いが、COVID-19に関連する死亡は 2021年

の全死亡の約 1％と報告されていること

から 12、COVID-19 に直接起因する在宅死

亡の割合が大幅に増加する可能性は低い

と考えられる。先行研究で報告されている

ように、病床不足や入院施設の面会制限に

より、希望する看取りの場所が変化した影

響が大きかった可能性が考えられる 5,6。 

地域差については、特に都市部で在宅死

の割合の顕著な増加が観察され、多変量解

析では、この増加と人口密度との関連が示

された。これは、都市部では COVID-19 の

感染者がより多く 13、在宅看取りに対する

需要がより増加したことに加え、在宅看取

りを提供できる医療資源が都市部により

多く存在するなどの供給要因による影響

もあると考えられる。 

在支診・在支病数や訪問看護師数などの

在宅医療資源が在宅死割合の増加と関連

するという本研究の知見は、COVID-19 パ

ンデミック前に実施された先行研究 14,15

と一致している。しかし、本研究では、従

来型在支診・在支病と機能強化型在支診・

在支病を区別し、機能強化型在支診・在支

病の方がより強い関連性を示した。さらに、

ロジスティック回帰分析では、機能強化型

在支診・在支病のみが在宅死割合の増加と

関連していた。この違いの原因として、従

来型在支診・在支病は外来診療の延長とし

てソロプラクティスの医師が在宅医療を

実施していることが多く 16、在宅医療の提

供を拡大することが難しいことが考えら

れる。反対に、最低 3人の常勤医師を必要

とする機能強化型在支診・在支病は、パン

デミック時に比較的柔軟に在宅医療の提

供や看取り数を拡大することが可能であ

った可能性が考えられる。  

介護老人福祉施設定員数が在宅死の増

加と負の相関を認めたという本研究の結

果は、先行研究 14,15と一致している。3つ

の介護施設のうち、介護老人福祉施設のみ

が在宅死の増加と負の関連を示したが、こ

の結果は介護老人福祉施設がより介護ニ

ーズの高い患者を受け入れており、最も定

員数が多いという事実から説明できる 17 。 

今回のパンデミックは、病院での治療が

受けられない患者や、終末期医療を受ける

場所として在宅を希望した患者に対応す

るために、十分な在宅医療の資源を確保す

ることの重要性も強調された。しかし、本

研究の結果から、在宅医療資源、特に機能

強化型在支診・在支病においては、人口密

度によって格差があることが示された。人

口密度が低い地域は、住宅が点在している

ため、患者の自宅間を移動するのに時間が

かかり、対応できる患者数が制限されるた

め訪問診療が不利な状況である 16。その結

果、終末期医療において重要な役割を果た

す機能強化型在支診・在支病が少なくなっ

ていると考えられる。パンデミックのよう

な状況下で在宅医療の役割を強化するた

めには、人口密度に応じた機能強化型在支

診・在支病への加算の導入など、政策的な

検討が必要であろう。  

本研究にはいくつかの限界がある。第一

に、「在宅死」の分類には、患者の自宅だ

けでなく、認知症グループホームやサービ

ス付き高齢者向け住宅も含まれるが、人口

動態統計には詳細な死亡場所の分類がな

いため、区別できなかった 18。また、「在



 

宅死」は必ずしも在宅医療を受けたことを

示すものではなく、自殺、殺人、予期せぬ

突然死も含まれる。しかし、このような外

因による死亡は在宅死全体の約 6%に過ぎ

ないと報告されている 19ことから、本研究

結果への影響は大きくないと考える。第二

に、近隣の自治体の医療資源や介護施設の

影響については考慮することができなか

った。第三に、患者や家族の希望、社会経

済的要因など、測定不能な交絡因子が存在

する可能性がある。第四に、今回の知見は

観察データに基づくものであったため、因

果関係を明らかにすることは困難であっ

た。しかし、パンデミック前の調査 20では、

在宅死を希望する人が自治体の人口規模

によって大きな差がないということが報

告されており、パンデミック中は全国的に

面会制限が実施されたこと 5から、全国的

に在宅での看取りを希望する人がパンデ

ミック中に増加したことが示唆される。従

って、在宅医療資源の供給要因が、より在

宅死の増加に関連したと考えるのが妥当

であろう。 

 

（研究 2） 

研究 2 において提案された内容を元に、

今後の展望を考察する。 

「地域差の理解と対応」医療資源の差を明

確にし、在宅医療サービスを計画すること

が必要である。  

「家族介護力のサポート強化」家族負担を

軽減するリソース と家族介護を支援する

プログラムを拡充する必要がある。 

「施設と在宅の連携強化」在宅医療と施設

ケアのシームレスな連携を促進し、情報共

有システムを整備することが必要である。 

「経済的アクセスの改善」対象者の経済的

状況等も考慮したサービスの内容の検討

が求められる。 

以上、在宅医療を取り巻く複雑な課題に対

処するため、ステークホルダーと連携し、

具体的な行動計画を策定することが求め

られる。 

 

総括的考察 

研究 1 と 2 の結果に基づいた総括的考

察を述べる。研究 1において、COVID-19パ

ンデミックにおいては、病床不足や入院施

設の面会制限により、希望する看取りの場

所が変化した影響が大きかった可能性が

考えられた。また、その在宅での看取りに

は、機能強化型在支診・在支病が受け皿に

なっていたことが示唆された。一方で、従

来型在支診・在支病は外来診療の延長とし

てソロプラクティスの医師が在宅医療を

実施していることが多いことを背景に、 

在宅医療の提供を拡大することが難しか

ったとみられた。しかし機能強化型在支

診・在支病においても、人口密度によって

格差があることが示された。人口密度が低

い地域は、住宅が点在しているため、患者

の自宅間を移動するのに時間がかかり、対

応できる患者数が制限されるため訪問診

療が不利な状況である。その結果、終末期

医療において重要な役割を果たす機能強

化型在支診・在支病が少なくなっていると

考えられる。こうした実態に対し、研究 2

においては、参加有識者の意見より、機能

強化型在支診・在支病を広く展開するには

多くの障壁があると考えられており、機能

強化型在宅支援診療所の普及に向けては

多くの医療機関が機能強化型在宅支援診



 

療所・病院を採用できるよう支援の強化が

必要と考えられた。 

 

E．結論 

在宅での看取りにおいては機能強化型

在支診・在支病の格差ない配置が必要であ

ることが示唆され、そのためには多くの医

療機関が機能強化型在支診・在支病を採用

できるよう支援の強化が求められると考

えられた。 
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表 1. 1741自治体の特徴 

 

 平均値 (標準偏差) 中央値 (四分位範囲) 

医療資源*   

病院病床数 2576.1 (2480.7) 2386.6 (0 to 3736.5) 

 一般診療所数 213.7 (213.9) 193.3 (144.9 to 240.0) 
 従来型在宅療養支援診療所・病院数 28.8 (45.5) 20.6 (0 to 40.6) 
 機能強化型在宅療養支援診療所・病院数 6.7 (14.0) 0 (0 to 9.3) 
 訪問看護師数 111.5 (109.4) 100.0 (0 to 168.1) 
介護施設*   

 介護老人福祉施設定員 220.8 (179.1) 179.0 (130.0 to 261.3) 
介護老人保健施設定員 117.4 (133.2) 101.8 (0 to 157.9) 

介護療養型医療施設病床数 10.8 (46.7) 0 (0 to 2.5) 
人口密度 (km2あたりの人口) 1069.2 (2607.4) 189.6 (52.3 to 766.3) 
累積 COVID-19 患者数 † 10.4 (6.9) 8.3 (5.3 to 14.2) 
2019年の在宅死割合 (%) 11.4 (4.9) 11.1 (8.3 to 14.1) 
2019年から 2021 にかけての在宅死割合の絶
対値変化 (%) 

2.9 (5.2) 2.9 (0.7 to 5.0) 

*医療資源と介護施設は各自治体の 65 歳以上の高齢者 10,000人あたりの数を示す  

†累積 COVID-19 患者数は各都道府県人口の 1,000人あたりの数を示す  



 

表 2. 2019年から 2021年にかけての在宅死割合の絶対値変化に関する多変量線形回帰分析の結果 

 

 β係数 95% 信頼区間 P 値 

医療資源*    

病院病床数 −0.19 −0.40 to 0.01 0.066 

 一般診療所数 0.15 −0.05 to 0.34   0.137 
 従来型在宅療養支援診療所・病院数 0.19 0.01 to 0.37  0.041 
 機能強化型在宅療養支援診療所・病院数 0.53  0.34 to 0.71 <0.001 
 訪問看護師数 0.26 0.06 to 0.46  0.011 
介護施設*      
 介護老人福祉施設定員 −0.55 −0.74 to −0.37 <0.001 

介護老人保健施設定員 0.02 −0.17 to 0.20  0.872 
介護療養型医療施設病床数 −0.05 −0.24 to 0.14   0.609 
人口密度 (km2あたりの人口) 0.44 0.21 to 0.67 <0.001 
累積 COVID-19 患者数 † 0.49 0.27 to 0.70 <0.001 
2019年の在宅死割合 (%) −1.24 −1.44 to −1.05 <0.001 

*医療資源と介護施設は各自治体の 65 歳以上の高齢者 10,000人あたりの数を示す  

†累積 COVID-19 患者数は各都道府県人口の 1,000人あたりの数を示す  

すべての変数は標準化した後に解析した。2019 年または 2021 年に在宅死がなかった自治体は除外した
(n = 45). 

  



 

表３.カットオフ値を 2.9％とした場合の在宅死割合の変化に関する多変量ロジスティック回帰分析の結果 

 

 オッズ比 95%信頼区間 P 値 

医療資源*    

病院病床数 0.93 0.82–1.04 0.205 

 一般診療所数 1.26 1.04–1.54  0.021 
 従来型在宅療養支援診療所・病院数 1.01 0.91–1.12  0.865 
 機能強化型在宅療養支援診療所・病院数 1.33  1.19–1.50   <0.001 
 訪問看護師数 1.10  0.98–1.24  0.114 
介護施設*      
 介護老人福祉施設定員 0.82 0.74–0.92 <0.001 

介護老人保健施設定員 0.98  0.88–1.08  0.661 
介護療養型医療施設病床数 0.99 0.89–1.11   0.898 
人口密度 (km2あたりの人口) 1.66 1.34–2.05 <0.001 
累積 COVID-19 患者数 † 1.26 1.11–1.43 <0.001 
2019年の在宅死割合 (%) 0.66 0.59–0.76 <0.001 

*医療資源と介護施設は各自治体の 65 歳以上の高齢者 10,000人あたりの数を示す  

†累積 COVID-19 患者数は各都道府県人口の 1,000人あたりの数を示す  

すべての変数は標準化した後に解析した。2019 年または 2021 年に在宅死がなかった自治体は除外した
(n = 45). 

 

  



 

図１. 総死亡数と在宅死割合の推移 

 

 

図２. 各自治体の 2019年から 2021年にかけての在宅死割合の絶対値変化 

 



 

図３. 在宅療養支援支援診療所・病院と人口密度の相関 

上：従来型在宅療養支援支援診療所・病院、下：機能強化型在宅療養支援支援診療所・病院 

 

 

 

 

 


